
令和３年度における
独占禁止法違反事件の処理状況

（概要）

令和４年６月１日
公正取引委員会



◆法的措置５件（排除措置命令３件、確約計画の認定２件）

１

審査事件の概況

◆課徴金額約21.8億円 ◆事業者による自発的な措置
３件

法的措置（注１）件数等の推移 排除措置命令・確約計画の認定・警告等の件数の推移

課徴金額等の推移



２

法的措置を採った事案一覧

行為類型 件名等

入札談合

・国、地方公共団体等が発注する群馬県の区域に所在する施
設を対象にした機械警備業務の競争入札等の参加業者に対
する件
（令和４年２月排除措置命令・課徴金納付命令）

・日本年金機構が発注するデータプリントサービスの入札等の
参加業者に対する件
（令和４年３月排除措置命令・課徴金納付命令）

・独立行政法人地域医療機能推進機構が発注する医薬品の
入札参加業者に対する件
（令和４年３月排除措置命令・課徴金納付命令）

不公正な取引方法

・Booking.com B.V.に対する件
（令和４年３月確約計画の認定）

・アメアスポーツジャパン株式会社及びウイルソン・スポーティ
ング・グッズ・カンパニーに対する件
（令和４年３月確約計画の認定）



３

事案の迅速かつ効果的な処理の工夫

事
業
者
の
自
発
的
措
置
を
踏
ま
え
て

審
査
終
了

確
約
計
画
の

認
定

オンライン宿泊予約サイトの運営事業者によ
る宿泊施設の運営業者に対する同等性条件
の設定

テニスラケットの製造販売業者による並行輸
入販売の不当な妨害

デジタルプラットフォーム事業者によるアプリ
ケーション事業者の課金方法の制限

インターネット葬儀サービスの運営事業者に
よる取引先事業者に対する競争業者との取
引制限

オンラインモール運営事業者による出店者
の送料に係る取引条件の不利益変更

公
正
か
つ
自
由
な
競
争
の
維
持
促
進

事
案
の
内
容
を
踏
ま
え
つ
つ
、
速
や
か
に
競
争
秩
序
を
回
復



４

◆ 令和３年度に公正取引委員会が公表した事案において対象となった商品・役務等

医薬品

入札談合

並行輸入妨害

スポーツ用品
（テニスラケット）

スマートフォンアプリ

アプリケーション事業者の
課金方法の制限

葬儀サイト

競争業者との取引制限

宿泊予約サイト

同等性条件の
設定

オンライン・モール

出店業者に対する
優越的地位の濫用

入札談合

年金関連業務

入札談合

警備業務

社会的ニーズに対応した多様な事件への対処

※排除措置命令：オレンジ、確約認定：緑、事業者の自発的措置を踏まえて審査終了：青と色分けしている。



アップル・インクに対する件

（令和３年９月

事業者が自発的措置を実施したこと
を確認した上で審査終了）

アップル・インクが、iPhone向けのアプリケーショ
ンを掲載するApp Storeの運営に当たり、App
Store Reviewガイドラインに基づき、デベロッパー
がアプリ内で音楽、電子書籍、動画等のデジタル
コンテンツの販売等を行う場合、アップル・インク
が指定する課金方法（以下「IAP」という。）の使用
を義務付けることに加え、消費者をIAP以外の課
金による購入に誘導するボタンや外部リンクをア
プリに含める行為を禁止するなどしていた疑い

アウトリンクの許容

（全世界への適用）

ＩＴ・デジタル関連分野における取組①
問題解消のための効果的な措置

㈱ユニクエスト
に対する件

（令和３年12月
事業者の自発的措置を踏まえて審

査終了）

㈱ユニクエストが、同社の運営するインターネッ
ト葬儀サービスに関し、一般消費者に提供する
葬儀の施行を委託している葬儀社に対し、特約
加盟店制度により他のインターネット葬儀サー
ビスを営む事業者と取引することを制限してい
る疑い

特約加盟店制度の

廃止等

楽天グループ㈱
に対する件

（令和３年12月

事業者が自発的措置を実施したこと
を確認した上で審査終了）

楽天グループ㈱が、令和元年７月以前から楽天
市場に出店している出店事業者に対し、いわゆ
る「共通の送料込みライン」に参加すること等を
余儀なくさせることにより、自己の取引上の地位
が相手方に優越していることを利用して、正常な
商慣習に照らして不当に、取引の相手方に不利
益となるように取引の条件を設定し若しくは変更
し又は取引を実施している疑い

「共通の送料込みライン」に参
加すること等について、出店事
業者の意思を尊重する等の会
社の方針に違反する働き掛け
等に対する処分規程の整備等

Booking.com B.V.に対する件
（令和４年３月

確約計画の認定）

Booking.com B.V.が、同社の運営するサイトに
掲載する宿泊料金及び部屋数を他の宿泊予約
サイトと同等又はそれより有利なものとする条
件を宿泊施設運営業者との間で締結する契約
において定めその遵守を要請している疑い

ランキングアルゴリズム等を利
用して左記条件を遵守させる
行為を行わないこと等

行為の概要 措置

５



６

ＩＴ・デジタル関連分野における取組②

デジタル・プラットフォーマー等のＩＴ・デジタル関連分野の事業
者による独占禁止法違反被疑為に係る取組

ＩＴ・デジタル関連分野における情報提供窓口の設置（平成２８年１０月２１日）

公正取引委員会は、ＩＴ・デジタル関連分野における独占禁止法違
反被疑行為に係る情報を広く受け付けるため、平成２８年１０月２１
日に専用の情報提供窓口を設置した。当委員会においては、今後
窓口の更なる周知徹底を図るなどして、より効率的な情報収集がで
きるよう取り組んでいくこととしている。

平成２８年度以降の各年度における情報受付件数は以下のとおり
である。

年度 H２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

情報受付
件数

５０ １０４ １１７ １８０ １８２ １４０

（単位：件）



◆ 優越的地位の濫用行為に厳正に対処するほか、

未然防止の観点から効率的かつ効果的に処理

 事業者の自発的措置を踏まえて調査終了
・ 楽天グループ株式会社に対する件

 「優越的地位濫用事件タスクフォース」による調査
⇒ 問題のみられた小売業者、卸売業者、宿泊業者等に注意

⇒ 新型コロナ感染症の影響により生じた不利益を、

取引業者にしわ寄せする行為について注意

（単位：件）

７

優越的地位の濫用行為への対処

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

注意件数 ４９ ５６ ２９ ４７ ４６



◆ 未然防止の観点から迅速に対処

 酒類、石油製品、家電製品等の小売業に係る申告は、原

則２か月以内に処理する方針

 不当廉売につながるおそれがある事案に対し注意

（単位：件）

８

不当廉売への対処

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

酒類 ９６ ２２ ６３ ９ ２９

石油製品 ３５２ １９４ １６２ １１５ ２０６

家電製品 ４ ０ ２ ０ １

その他 ５ １１ ８ １２ ８

合計 ４５７ ２２７ ２３５ １３６ ２４４



９

発注者への要請

◆ 調査した事件において、競争政策上必要な措置を講じるべきと判

断した事項について、発注者へ要請

発注者 要請の内容

日本年金機構

公正取引委員会は、審査過程で判明した事実を踏まえ、日本年金
機構に対し、次のとおり要請を行った。

ア 今後、談合情報に接した場合には、日本年金機構の発注担当
者が適切に公正取引委員会に対して通報し得るよう、所要の改善
を図ること

イ 日本年金機構の入札方法について、入札前に入札参加者が他
の入札参加者を把握することができないよう、入札方法の見直し
など、適切な措置を講じること


